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閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２８年３月４日（金）     ９：３２～９：４１ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

岩 城 光 英 国務大臣（法務大臣） 

岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

馳     浩 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

森 山    国務大臣（農林水産大臣） 

林   幹 雄 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

丸 川 珠 代 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

髙 木   毅 国務大臣（復興大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

島 尻 安伊子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 原 伸 晃 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

遠 藤 利 明 国務大臣 

陪 席 者：萩生田 光 一 内閣官房副長官 

世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      ３件 

○国会提出案件   １３件 

     ○法律案       ６件 

     ○政令        ３件 

     ○人事        ２件 

     いずれも，案件表のとおり，決定となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

  まず，閣議案件について，萩生田副長官から御説明申し上げます。 

○萩生田内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「特定船舶の入

港禁止の実施」に関し，国会の承認を求めることについて，御決定をお願いいたし

ます。本件は，特定船舶法に基づき，北朝鮮に寄港した第三国籍船舶の入港を禁止

する措置について国会の承認を求めるものであります。 

 次に，質問主意書に対する答弁書１１件について，お手元の資料のとおり，御決

定をお願いいたします。 

 次に，平成２７年度第３・四半期における「予算使用の状況」及び「国庫の状況」

を国会及び国民に報告することについて，御決定をお願いいたします。 

 次に，法律案６件について，御決定をお願いいたします。まず，「人工衛星等の打

上げ及び人工衛星の管理に関する法律案」及び「衛星リモートセンシング記録の適

正な取扱いの確保に関する法律案」は，民間の宇宙活動の進展に伴い，宇宙活動に

係る規制等を整備するため，我が国における人工衛星等の打上げ及び管理に係る許

可並びに落下等により生ずる損害の賠償に関する制度を設けるもの，及び我が国に

おける衛星リモートセンシング装置の使用に係る許可制度を設けること等を内容

とするものであります。 

 次に，「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部改正

法案」は，情報通信技術の急速な進展等，最近における金融を取り巻く環境の変化

に対応し，金融機能の強化を図るため，金融グループの経営管理機能の充実やグル

ープ内の重複業務の集約，金融グループと金融関連ＩＴ企業等との提携の容易化の

ほか，仮想通貨交換業に関する制度の整備等の措置を講ずるものであります。 

 次に，「特定商取引に関する法律の一部改正法案」及び「消費者契約法の一部改正

法案」は，高齢化の進展をはじめとした社会経済情勢の変化に対応して，消費者等

の利益の保護等を図るため，業務停止を命ぜられた法人の役員等が当該停止を命ぜ

られた範囲の業務について，一定期間新たな業務の開始等を禁止することができる

こととするもの，及び通常必要となる分量を著しく超える商品の売買契約等を，無

効とする消費者契約の条項の類型に追加する等の措置を講ずるものであります。 

 次に，「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部改正法案」は，中小

企業者等の経営の強化を図るため，主務大臣が事業分野別指針を策定するとともに，

当該取組を支援するため，固定資産税の軽減等の措置を講ずるものであります。 

 次に，政令３件について，御決定をお願いいたします。まず，「若者雇用促進法第

１１条の労働に関する法律の規定等を定める政令の一部改正令」は，勤労青少年福

祉法等の一部改正法の一部の施行に伴い，所要の規定の整理を行うものであります。 

 次に，「独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に

関する法律の施行に伴う関係政令の整備等政令」は，国立研究開発法人海上技術安

全研究所等の統合に伴う関係政令の規定の整備等を行うものであり，「独立行政法

人海技教育機構法第１４条第１項の規定による医療法施行令の規定の技術的読替
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え等に関する政令」は，独立行政法人航海訓練所法の廃止に伴う読替え等について

定めるものであります。 

 次に，人事案件について，申し上げます。まず，オランダ国駐箚特命全権大使猪

俣弘司外１名に，化学兵器禁止機関に対する日本政府代表を命免すること外１件に

ついて，御決定をお願いいたします。 

 次に，柴田昇外２３１名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

 次に，件名外案件について，申し上げます。「円借款の供与に関する書簡」をジョ

ージア及びモロッコとの間にそれぞれ交換することについて，御決定をお願いいた

します。ジョージアとの書簡は，「東西ハイウェイ整備計画」に約４４億円を，モロ

ッコとの書簡は，「緑のモロッコ計画支援プログラム」に約１６３億円をそれぞれ

限度とする円借款を供与することについて，取り極めるものであります。なお，書

簡交換の日は，ジョージアが８日，モロッコが明日であり，それまで不公表といた

したいので，御了承をお願いいたします。 

○菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

○引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

 御発言はございますか 。 

○無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 

 



平成28年 

３月４日 

◎ 一 般 案 件 

○ 特 定 船 舶 の 入 港 の 禁 止 に 関 す る 特 別 措 置 法 第 ５ 条

第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き ， 特 定 船 舶 の 入 港 禁 止 の 実

施 に つ き 国 会 の 承 認 を 求 め る の 件 （ 決 定 ）

（ 外 務 ・ 国 土 交 通 省 ） 

◎ 国 会 提 出 案 件 

1. 衆 議 院 議 員逢坂 誠 二 （ 民 維 ク ） 提 出 安 倍 内 閣

の 平 成 ２ ６ 年 ７ 月 １ 日 に お け る 閣 議 決 定 「 国

の 存 立 を 全 う し ， 国 民 を 守 る た め の 切 れ 目 の

な い 安 全 保 障 法 制 の 整 備 に つ い て 」 に お け る

公 文 書 等 の 管 理 に 関 す る 法 律 第 ４ 条 の 運 用 に

関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 内 閣 官 房 ）

○ 1. 衆 議 院 議 員逢坂 誠 二 （ 民 維 ク ） 提 出 安 倍 総 理

の 「 憲 法 改 正 に つ い て 何 か 議 論 す る 資 格 が あ

る ん で す か 」 と の 答 弁 に 関 す る 再 質 問 に 対 す

る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）     （ 同 上 ）

1. 衆 議 院 議 員逢坂 誠 二 （ 民 維 ク ） 提 出 平 成 ２ ７

年 ８ 月 ３ 日 の 参 議 院 我 が 国 及 び 国 際 社 会 の 平

和 安 全 法 制 に 関 す る 特 別 委 員 会 に お け る 横 畠

法 制 局 長 官 の 答 弁 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁

書 に つ い て （ 決 定 ）        （ 同 上 ）

1. 衆 議 院 議 員 山 井 和 則 （ 民 維 ク ） 提 出 甘 利 前 大

臣 の 説 明 責 任 の 履 行 を 安 倍 総 理 が 促 す こ と に

関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 同 上 ）

1. 衆 議 院 議 員 仲 里 利 信 （ 無 ） 提 出 衆 議 院 選 挙 制

度 改 革 の 一 環 と し て の 重 複 立 候 補 制 度 及 び 議

員 定 数 の 見 直 し に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書

に つ い て （ 決 定 ）        （ 総 務 省 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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1. 参 議 院 議 員 有 田 芳 生 （ 民 主 ） 提 出 北 朝 鮮 に よ  
る 「 特 別 調 査 委 員 会 」 の 解 体 な ど に 関 す る 質  
問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 )( 外 務 省 ）  

1. 衆 議 院 議 員 古 本 伸 一 郎 （ 民 維 ク ） 提 出 軍 歴 証  
明 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て  
（ 決 定 ）          （ 厚 生 労 働 省 ）  

1. 衆 議 院 議 員 初 鹿 明 博 （ 民 維 ク ） 提 出 厚 生 労 働  
省 の 非 正 規 職 員 の 労 働 条 件 不 利 益 変 更 に 関 す  
る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）  

     （ 同 上 ）  
1. 衆 議 院 議 員 照 屋 寛 徳 （ 社 民 ） 提 出 海 上 自 衛 隊  

に よ る 民 間 船 舶 借 り 上 げ 及 び 民 間 船 員 の 予 備  
自 衛 官 任 用 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ  
い て （ 決 定 ）          （ 防 衛 省 ）  

1. 参 議 院 議 員 藤 末 健 三 （ 民 主 ） 提 出 安 保 法 制 に  
お け る 実 施 区 域 指 定 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答  
弁 書 に つ い て （ 決 定 ）       （ 同 上 ）  

1. 参 議 院 議 員 藤 末 健 三 （ 民 主 ） 提 出 後 方 支 援 活  
動 等 を 行 う 自 衛 隊 員 の 安 全 配 慮 に 関 す る 質 問  
に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）  （ 同 上 ）  

☆ 平 成 ２ ７ 年 度 第 ３ ・ 四 半 期 に お け る 予 算 使 用 の 状 

況 を 国 会 及 び 国 民 に 報 告 す る こ と に つ い て 

（ 決 定 ）              （ 財 務 省 ） 

 〃  ☆ 平 成 ２ ７ 年 度 第 ３ ・ 四 半 期 に お け る 国 庫 の 状 況 を 

国 会 及 び 国 民 に 報 告 す る こ と に つ い て （ 決 定 ） 

（ 同 上 ）  
 

          ◎ 法 律 案  
   ○ 人 工 衛 星 等 の 打 上 げ 及 び 人 工 衛 星 の 管 理 に 関 す る  

法 律 案 （ 決 定 ）     （ 内 閣 府 本 府 ・ 財 務 省 ）  
 〃  ○ 衛 星 リ モ ー ト セ ン シ ン グ 記 録 の 適 正 な 取 扱 い の 確  

保 に 関 す る 法 律 案 （ 決 定 ）    （ 内 閣 府 本 府 ）  
 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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   ○ 情 報 通 信 技 術 の 進 展 等 の 環 境 変 化 に 対 応 す る た め  
の 銀 行 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）  
（ 金 融 庁 ・ 法 務 ・ 財 務 ・ 厚 生 労 働 ・ 農 林 水 産 省 ）  

 〃  ○ 特 定 商 取 引 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案  
（ 決 定 ）       （ 消 費 者 庁 ・ 経 済 産 業 省 ）  

 〃  ○ 消 費 者 契 約 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）  
（ 消 費 者 庁 ・ 法 務 省 ）  

 〃  ○ 中 小 企 業 の 新 た な 事 業 活 動 の 促 進 に 関 す る 法 律 の  
一 部 を 改 正 す る 法 律 案 （ 決 定 ）  

（ 経 済 産 業 省 ・ 金 融 庁 ）  
 

◎ 政  令 

   ○ 青 少 年 の 雇 用 の 促 進 等 に 関 す る 法 律 第 １ １ 条 の 労 

働 に 関 す る 法 律 の 規 定 等 を 定 め る 政 令 の 一 部 を 改 

正 す る 政 令 （ 決 定 ）  （ 厚 生 労 働 ・ 国 土 交 通 省 ） 

 〃  ○ 独 立 行 政 法 人 に 係 る 改 革 を 推 進 す る た め の 国 土 交 

通 省 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 

係 政 令 の 整 備 及 び 経 過 措 置 に 関 す る 政 令 （ 決 定 ） 

（ 国 土 交 通 省 ） 

 〃  ○ 独 立 行 政 法 人 海 技 教 育 機 構 法 第 １ ４ 条 第 １ 項 の 規 

定 に よ る 医 療 法 施 行 令 の 規 定 の 技 術 的 読 替 え 等 に 

関 す る 政 令 （ 決 定 ）          （ 同 上 ） 

 

◎ 人  事 

 ☆ オ ラ ン ダ 国 駐 箚 特 命 全 権 大 使 猪 俣 弘 司 外 １ 名 に 化

学 兵 器 禁 止 機 関 に 対 す る 日 本 政 府 代 表 を ， 厚 生 労

働 省 大 臣 官 房 総 括 審 議 官 勝 田 智 明 に 国 際 労 働 機 関

理 事 会 日 本 政 府 代 表 等 を 命 免 す る こ と に つ い て  
（ 決 定 ） 

 〃  ☆ 元 日 本 国 有 鉄 道 職 員 柴 田  昇 外 ２ ３ １ 名 の 叙 位 又  
は 叙 勲 に つ い て （ 決 定 ） 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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                 平 成 28 年 

                 ３ 月 ４ 日 

 

◎ 一 般 案 件 

1. 円 借 款 の 供 与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と ジ ョ ー ジ 

○   ア 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 

     1. 円 借 款 の 供 与 に 関 す る 日 本 国 政 府 と モ ロ ッ コ 

王 国 政 府 と の 間 の 書 簡 の 交 換 

に つ い て （ 決 定 ）          （ 外 務 省 ） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

 

 件 名 外 案 件 （ 金 ）

資 料  
あ り  
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